島根県盲ろう者通訳・介助員派遣事業実施要綱

  県の実施する「島根県盲ろう者通訳・介助員派遣事業」については、「島根県地域生活支援事業実施要綱」に定めるもののほか、この実施要綱の定めるところによる。

（目的）
第１条　視覚機能と聴覚機能に何らかの障がいを併せ持つ者（以下「盲ろう者」という。）に通訳・介助員を派遣して情報保障及び移動等の介助を行い、盲ろう者の自立と社会参加を促進することを目的とする。
（実施主体）
第２条　この事業の実施主体は、島根県（以下「県」という。）とする。ただし、事業の効率的運営及び盲ろう者等の便宜を図るため、県が予算の範
囲内で、適当と認めた団体等（当該団体等が県の承諾を得て再委託する団体を含む。以下「団体等」という。）に事業の全部又は一部を委託することができるものとする。
（派遣対象者）
第３条　この事業の派遣対象者（以下「利用者等」という。）は、次の各号のいずれかを満たす者とする。
(1)  現に県内に居住し、視覚及び聴覚障がいの重複による障がいの程度が１級又は２級の身体障害者手帳を有する者
(2) 上記の者を主たる構成員とする盲ろう者団体で、県が派遣対象として認　めた団体。ただし、活動範囲（構成員の居住地）が県域を超える場合を除く。

(3)  その他県が派遣対象者として認めた者
（利用登録）
第４条　前条の要件を満たした者及び盲ろう者団体が通訳・介助員の派遣を受けようとするときは、あらかじめ利用登録申請書（様式第１号）により団体等に申請しなければならない。
２　団体等は、前項による申請があったときは、速やかに利用登録者台帳（様式第３号）に登録するものとする。
３　利用者等は登録事項に変更が生じたときは、登録事項変更届出書（様式第４号）により団体等に速やかに届出なければならない。

４　利用者等が県外へ転居等の理由により登録を抹消する事由が生じたときは、登録抹消届出書（様式第５号）により団体等に速やかに届出なければならない。
第５条　削除　
（通訳・介助員）
第６条　この事業において通訳・介助員とは、盲ろう者の福祉に理解と熱意を有する原則として２０歳以上の者で、手話（触手話、接近手話を含む）、点字（ブリスタ、指点字を含む）手書き文字、指文字、音声、筆談、パソコン等の盲ろう者との通訳技術を有し、盲ろう者の通訳・介助を行うことができる者とする。

２ 通訳・介助員は、次のいずれかの要件を満たしていなければならない。

(1)　島根県が実施する盲ろう者通訳・介助員養成研修を修了した者

(2)　社会福祉法人全国盲ろう者協会が実施する盲ろう者向け通訳・介助員養成研修を修了した者

(3)　その他知事が適当と認めた者

３　通訳・介助員の登録を希望する者は、通訳・介助員登録申請書（様式第

６号）により団体等に申請しなければならない。
４　団体等は、前項による申請があったときは、速やかに登録の手続きを行
い、通訳・介助員登録証（様式第７号）を交付する。
５　団体等は、通訳・介助員登録証を交付した者（以下「通訳・介助員」という。）を通訳・介助員台帳（様式第８号）に登録するものとする。
６　通訳・介助員は、登録事項に変更が生じたときは、登録事項変更届出書
（様式第４号）により団体等に速やかに届出なければならない。
７　団体等は、次のいずれかに該当するときは、県と協議の上、通訳・介助
員の登録を抹消することができる。
(1)  通訳・介助員から登録抹消届出書（様式第５号）の届出があったとき
(2)  通訳・介助員として不適当な行為が認められたとき
８　前項の規定により通訳・介助員の登録を抹消された者は、直ちに通訳・介助員登録証（様式第７号）を返還しなければならない。
９　団体等は、通訳・介助員の登録を抹消したときは、その旨を県に報告す
る。
　10　通訳・介助員の登録更新は３年ごとに団体等に通訳・介助員更新確認書（様式第１０号）を提出することにより行うものとする。
（通訳・介助員の遵守事項）
第７条　通訳・介助員は、次のことを遵守しなければならない。
(1)  通訳・介助業務中は、通訳・介助員登録証（様式第７号）を常に携行す
ること。
(2)  利用者等の人格を尊重し、信条等によって差別的な取扱いをしないこと。
(3)  本事業を通じて知り得た情報を本人の同意を得ないで第三者に提供しないこと。通訳・介助員でなくなったのちも同様とする。
(4)  通訳・介助業務中は、政治、宗教又は営業に関する活動はしないこと。

(5)  通訳・介助業務を実施した結果を、活動記録簿(様式任意)に記載しておくこと。
(6)　常に通訳介助技術の向上に努めるとともに、盲ろう者の理解促進、福祉の向上、社会への啓発に努めること。
（派遣対象事由）
第８条　通訳・介助員の派遣対象となる事由は、次の各号のいずれかに該当し、通訳と介助の双方が必要な場合とする。
(1)  公的機関や医療機関への移動等社会生活上必要不可欠な場合
(2)  余暇活動、研修等社会参加促進のため必要と認められる場合であって、
次に掲げる場合を除く
ア  政治的活動に関わる場合（特定の政治理念の普及や特定の政党・政治家の支援を目的とする活動）
イ  宗教的活動に関わる場合（特定の宗教の普及を目的とする活動）
ウ  通勤、営業活動等の経済活動に関わる場合

エ　通年かつ長期にわたる場合

オ　社会通念上、本事業を利用することが適当でないと判断される場合

カ　利用者の家族等が行った通訳・介助の場合
(3)  盲ろう者団体の規約等に定める役員会、総会、その他必要と認められるもの。

(4)　その他県が通訳・介助が必要であると認めた場合

２　利用者等が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２８条に定める居宅介護（通院等介助及び通院等乗降介助に限る）、同行援護、行動援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援及び施設入所支援の対象者であって、当該介護給付により必要な支援を受けることができる場合は、通訳・介助員の派遣は行わない。
（派遣依頼・決定）
第９条　利用者等が通訳・介助員の派遣を希望するときは、盲ろう者向け通訳・介助員派遣申込書（様式第１１号）により、派遣を希望する日の１週間前までに、団体等に派遣を依頼する。ただし、緊急を要する理由で利用者から派遣申込があった場合は、この限りでない。
　２　団体等は、申込内容を審査の上、利用者の心身等の状況を十分考慮した上で、適任と思われる通訳・介助員を選んで派遣の可否を決定し、利用者等に「通訳・介助員派遣決定通知書」（様式第１２号）により通知するものとする。なお、通訳・介助員には、「盲ろう者向け通訳・介助業務依頼書」（様式第１３号）を通知するものとする。
（業務報告）
第10条　通訳・介助員は、業務内容を派遣業務実施報告書（様式第１４号）に記載し、業務終了後速やかに団体等に提出することとする。
（通訳・介助員の報酬等）

第11条　派遣時間単位は１時間とし、通訳・介助員１人につき原則１日８時間を限度とする。

２　団体等が、通訳・介助員へ支払う報酬の額は、１時間につき１，６７０円とする。
　３　団体等は、通訳・介助員から前条の報告があったときは、通訳・介助員
に通訳・介助業務に対する報酬及び通訳・介助員の自宅から業務開始地点まで及び業務終了地点から通訳・介助員の自宅までの交通費実費（駐車場代を含む。）を支払うものとする。通訳・介助員がやむを得ず自家用車を利用した場合は、１ｋｍあたり２０円を支給する。なお、交通費については、１件につき４，０００円を限度とし、４，０００円を超える場合、その超過額は、利用者の負担とする。
（利用者負担費用）

第12条　通訳・介助員の派遣に係る利用者等の負担費用は、次によるものとする。

(1)　利用者等が、通訳・介助員へ支払う謝金は、無料とする。

(2)　通訳・介助員が通訳・介助業務をするために、自宅から業務開始地点まで及び業務終了地点から自宅までの交通費実費が、４，０００円を超える場合、その超過額は、利用者等の負担とする。
(3)　利用者等と通訳・介助員が同行中の旅費等は、通訳・介助員にかかる分も含めて利用者等の負担とする。

（損害保険の加入）

第13条　団体等は、通訳・介助員の業務中の災害に備えて損害保険への加入措置をするものとする。また、移動手段としてやむを得ず通訳・介助員の自家用車等に同乗する利用者等については、利用者等の負担により損害保険への加入措置をするものとする。

（関係機関との連携）
第14条　本事業の実施にあたっては、事業の円滑な運営・改善、困難事例の解決等に向けた協議、意見交換等を行うため、各種障がい者団体、視聴覚障がい者情報提供施設及び各市町村障がい福祉主管課等関係機関と密接に連携・協力することとする。

（その他）
第15条　この要綱に定めるもののほか、本事業に必要な事項については、県が別に定める。

附 則
１ この要綱は、平成２０年１０月１日から施行する。

２ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

３ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

４ この要綱は、平成２５年１２月１６日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。

５ この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。
６ この要綱は、平成２９年９月１１日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。

（経過措置）

本要綱施行日現在の島根県盲ろう者通訳・介助員の登録者は、第６条第２項に規定する通訳・介助員の要件を満たすとみなす。
